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1は じ め に
男性 は学校 を卒業後,そ の殆 どが生涯 を通 じ,働 き続け る。そのため,社 会
全体の男性の年齢別労働力率 を見 る と,学 齢期,老 年期 を除いて,労 働 力率は
一貫 して高 く,年 齢別労働力率 の曲線(就 業パ ター ン)は 逆U字 型 を描 いてい.
る(図1)。
これ に対 して,女 性 の場合 は,家 事,育 児の役割 を課せ られているため,性
別役 割分業の影響 で,ラ イ フサ イクルによって就業行動が規定 される。そのた
め,女 性 の就 業パ ター ンが男性の就業パ ター ンとは異な り,か な り多様化 して
いる。
多様化 している世界 の国々の女性の年齢別労働力率曲線 を見 る と大 きく三つ
の タイプに分 け られ る(小 松[1988],90-94ページ)。第一 は,高 原 型 と言 わ
れる形で ある(図 ユ)。大多数の女性が学校教 育 を受 けている とい う若年 の期
間 と高齢 の時期 の他 に,結 婚 育児の時期 に関わ らず,ず っ と働 き続 ける傾 向
が強い形 である。 この ような形が見 られる国はスウェーデ ン,ア メ リカな どで
ある。
第二 は,馬 の背型 とい う形であ る(図.i)。20歳台で労働力率 が ピー クを示
し,そ の後,年 齢の上昇 と ともに,労 働力率が次第に低下 してい く形 である。
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第 三は,M字 型で ある(図1)。 大多数 の女性 は学校か ら卒業 する と,就 職
する。結婚 した り,.子供 を生む時 に,労 働市場 か ら去 る.。子供が大 きくな り,.
手 が掛 か らな くなる と,再 就業す る。そのため,年 齢別労働力率 の曲線 は結婚
育児の適齢 の年齢層 に落 ち込 んで,深 い谷 が現 れ る。 ピー クが二 つあるために
M字 型 となる。この ような女性 の就業パ ター ンを示 している国は 日.本,イギ リ
ス,韓 国 などである。
台湾の女性 の就 業パ ター ン(函2)は.ヒ 記 の三形態の中ではM字 型 と言 われ
て.きた(張 清渓[19881,127ページ,劉 鶯釧[ユ992],5ペー ジ)。 しか し,厳
密 に女性の就業パ ター ンを描 いてみる と,M字 型 とは言い難い ことが分かる。
形.としでは,む しろス.ウェーデ ン,ア メ リカな どの高原型 と似 てい る。 しか し
なが ら,労 働力率の高 さが相当 に異なっている。す なわち,平 坦部の労働 力率
その もの を見 る と,ス ウェーデ ンは80-90%に達 し,殆 どの女性が労働力 化 し
℃いる。 これに対 して,台 湾 は60%にとどまっている。台湾 のこの形 をフラ ッ.
トな 「台 地型」 と定義 した(陳[ユ996],44-48ペー ジ)。
台湾のフラ ッ トな女性 の就業パ ターンに対 して,日 本の女性 の就業パ ター ン
は諸研 究で指摘 されているようにM字 型であ る。確か に,様 々な調査資料 を用
い,日 本全体 をま とめてみる と,M字 型 とい う形 はは っき りしている。 ところ
が,『国勢調査』 による都道府県 の資料 を利用 し,す べ ての都 道府県の 女性 の






















M字 型 とは言 い切れず,就 業パ ター ンがかな りフラ ッ トな形 を現 す地域が ある。
例 えば,山 形県,石 川県,高 知県 な どであ る。 これに対 して,や は り深 い谷 の
M字 型 の地域 もある。例 えば,埼]三県,兵 庫県,奈 良県な どである。
か な りフラッ トな形 の地域 と深 い谷のM字 型の地域の就業パ ター ンを比 較 し
てみ ると,大 きな格差が存在 しているのははっ きりしている(図3,山 形県 と
埼玉県 を例 と して)。
高原型の女性 の就 業パ ター ンを形成す るスウェーデ ン,ア メリカでは,全 体
的に女性 の労働 力率が高いだけではな く,フ ラ ッ.トな形 となってい るのは,女
性 の働 き続 ける傾向があ るか らである。 国の状況が異 なることによって,.女性
の就業パ ター ンが異 なることが不思議 ではないが,日 本で は,同 じ国 において,
地域 に よって,.女性の就業パ ター ンが違 うのは興味深 い。
そ こで,日 本の地域別の 異なる女性 の就業パ ター ンにつ いて考 えてい きたい。
特 に,曲 線が かな りフラ ッ トな形 と深 い谷 のM字 型 とい う両極 に中心 を置 き,
どういつだ要 囚に よって異 なる形 を形成するか を考察す る。
.そのため,ま ず,先 行研究 を検討す る。次 は 日本の都道府県 の地域 の女性の
就業パ ター.ンを形 に よって,大 きくフラ ットな型,深 い谷 のM字 型,中 間の形
とい う旺つの タイプに分 けてみ る。 さらに,フ ラッ トな型 及び深 い谷 のM7一型
とい う両極か らそれぞれ三 つの代表的 なケース を選択 し,こ れ らの六つの県の

























日本 における地域別の女性 の就 業パ ター ンが異 なる とい う指摘 は,日 本国内
の地域性,地 域別 の産業構造,経 済発 展 などを中心 とす る研究 におい て,し ば
しば なされている。 しか し,こ う した研 究で は,各 地域 の女性 の就業パ ター ン
の違い を主 に地域 別の女性労働力率,あ るい は女性 有業率の高低 に注 目して説
明 してい る。そのため,U本 全国の各地域 の中か ら.女性労働 力率が最 も高い福
井県 と最 も低い奈良県 を代 表 として選 び,地 方 と都市 とい う二つの分類 に分 け,
日本女性 の地域別就業の差異 を述べ た ものが多い。その中に,比 較 的に詳 しく
各地域 の女性 の就業 の違い を指摘 したのが安 東[1986,96-107ページ]の 研究
である。安東氏 の研究 は日本 の地方 にお ける女性 の高い就 業率 の分析 を通 じて.
地方の就業構造の特徴 を明 らかに し,さ らに現在の 日本の地方が抱 えている問
題 を明 らか にしょう とした。地域別 の女性 の就業の差異 に関 して,「主婦 の就
業 を左右す る最大の要因は育児の条件 にあったが,そ れは主婦就業率の地域間
の差 を決 める要因で もあ る。」 と指摘 した。
以 ヒの研 究 の他 に,佐 野[1972,ユ27-152ページ]の 研 究 は直接 的 に女性労
働 の視 点か ら,地 域別 の女性の就業パ ター ンに注 目 している。佐 野氏 は1965年
の 「国勢調査」 を利用 し,東 京都,埼 玉県,神 奈川県、千葉県の四つの地域 に
お ける各町,各 市 の女性 の就業パ ター ンを分析 した。その分析結果 による と,
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.各地域の若年 と中高 年の境 にあたる育児時期の就業率は地域別格 差が小 さいが,
中高年層の就業率の地域別格差 は顕著 であったため,佐 野氏は中高年層 の就業
率の決定要因を分析 した。
1965年の 『国勢調 査1を 利用 した佐野氏の研究 は東京都,埼{県,神 奈 川県,
千葉県 とい う四つの地域 のみの分析で あったため,研 …花対象は限定 された もの
であ った。 また,四 つの.地域 の女性の就業パ タμンは他の地域 と比較 すれば,
類似性が高 く,す べ て同 じような深 い谷のM字 型の地域であ る。従 って,こ の
ような比較に よって,1日本の各地域の女性の就業パ ター ンの特異性 を明 らかに
するには少々不 十分 であるように思 われる。
瀬地 山[1996,193-199ペー ジ]の 研究 も地域別の女性 の就 業パ ターンを取.
り上げた もの として挙 げ られ る。瀬地 山氏 は日本の主婦 の変遷に中心 を置 いて,
既婚女性の就業 を研究 した。 日本 の主婦 を近代 主婦,現 代 主婦に分け,現 代主
婦 を さらに1990年の 『国勢調査』 を利用 し,各 地域 の女性労働 力率 の高低 に
.よって,「都市型主婦」 と 「地方型主婦」 に分 けた。「都 市型主婦 」の典型 が各
地域の 中に,女 性労働力率 が もっと も低 い奈 良県 を選 んだのに対 して,「地方
型主婦 」の典型 が女性労働力率の もっとも高い福 井県 を選んだのである。 その
上,奈 良県 と福井 県 との女性 の就業パ ター ンを論 じたのである。
以上 の諸研究 では,地 域別 の女性の就業パ ター ンを例 として取 り上 げている
ものの分析 の視点 は本論 とは異 なる。本稿では分析 の視 点を二つ の方面 に置 く
こ ととする。一 つは深 い.谷のM字 型であ り,つ まり女性 の労働力率 が大 きく低
下 し,大 きく.ヒ昇す る形であ る。二つ はフラッ.トな型であ り,す なわち,女 性
労働力率が あま り低下せず,上 昇 も少 ない形である。この二 つタ イプの女性の
就業パ ター ンの比較 を行 い,格 差 に影響 を与える要因を検討す る。 これによっ
て,.前述 した諸研究 と違 い,異 なる女性 の就業パ ター ンに関す る形成要 因を明
らかにす ることが可能 と考 えてい る。..
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III三つの タイプの地域別の女性の就業パ ター ン
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各地域 の女性の就業パ タ.一ンを描 いてみる と,地 域制 の格差が はっき りして
いる。特 にM字 型の底の落 ち込み程度 がかな り異 なる。 日本全国の 曲線の場合
では,M字 型の最初 の ピークは20-24歳の年齢 層 にあ り,74.2%である。M字
の底 を形成 している年齢層 は30-34歳であ り,53.3%である。第 二の ピー クは
.45-49歳で あ り,69.2%であ る。 最初 の ピー クか ら底へ の落 ち込 み の程度 は.
28.2%{(20-24歳の労 働力率 一30-34歳の労働力 率)/20-24歳の労働 力率1で
ある。
B本全 国の平均 に対 して,地 域 の中に最初の ピークか ら底への落 ち込みの程
.度が最 も低い地域 は山形 県であ る。山形県の場 合では,.20-24歳の82.2%から
30-34歳の73.9%へと低下 し,落 ち込み.の程度が10.1%しかない。
落 ち込 みの程度の低い地域 に対 して,か な り激 しい地域 もあ る。例 えば奈良
県の場合 では,2⑪一24歳め69%から,30-34歳の41.9%へと低下 し,落 ち込み程
度が39.3%である。
ここで は,分 析 しやすいために,47の地域別 の女性の就業パ ター ンをフラ ッ
トな型,深 い谷 のM字 型,及 び中間の形 とい う三つの タイプに分け る。 フラッ.
トな型 と深い谷のM字 型 とい う両極 か らそれぞ れ代表の.県を選び,こ れ らの地
域の女性 の就業パ ター ンを詳 し く検討 してい きたい。 ここでは,代 表の県 に関
して,フ ラ ットな型及び深 い谷のM字 型の二つの タイプに属 している地域 をそ
れぞ れ三つの県 を選び出す。 それに よって,広 く検証す ることを試み る。
三つの タイプの定義及び区分 の基準 であ るが,こ こで は,M字 の最初の ピー
クか ら,M字 の底へ の落 ち込 み程度 に焦点 を置 く。落 ち込み程度が20%以内の
地域 ならば,フ ラ ットな型,落.ち込み程度が35%を超 える地域の場合,深 い谷
のM字 型,20-35%の間の地域 は中間の形 と言 う。
この ように分けてみる と,フ ラ ッ ト.な型 の地域 は青森県,岩 手県,秋 田県,
山形県,福 島県,新 潟県,富 山県,石 川県,福 井県,鳥 取県,徳 島県,高 知県,
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沖縄県で ある。 これ らの地域 はほぼ東北地 方 と日本海側の県 に集 中 してい る。
女性 の労働力率 は高い傾 向 にあ る。沖縄 県を除 いて,す べて50%以上 を示 して
いる。 また,最 も無視 で きない部分は30-34歳の女性の労働力率 が60%以上 を
維持 しているこ とであ る。
深 い谷 のM字 型 は埼 玉県,千 葉県,神 奈川県,愛 知県,滋 賀県,大 阪府,兵
庫県,奈 良県である。 これ らの地域 はベ ッドタウンの府県 に集 中 している。特
に東京都,.大阪府 とい う二つの大都市の周辺県 に集中 している。 これ らの府県
で は,女 性 の労働 力率は低 い。 また,.特に30-34歳の労働 力率が50%未満 で,
M字 の落 ち込みがかな り激 しい。
その外の地域が中間の形である。
本稿 は,フ ラッ.トな型及び深 い谷 のM字 型 とい う両方 に焦点 を置 くことにす
る。 この二つの タイプに属 している地域 の うち代表的 な三つの県 を選択 する。
フラッ トな型の代表的 な地域 は,山 形 県,石 川県,高 知県であ る。山形 県は
の落 ち込 みの程度が10,1%であ る。石川 県は13.9%の落 ち込みの程度であ る。
高知 県の場合 は1ユ%ほど低下 した。
深 い谷 のM字 型 の代表的 な地域は埼モ県,兵 庫 県,奈 良県 の三県 である。埼
玉県 は37.5%の落 ち込みの程度であ る。兵庫 県は36.5%と落ち込 んだ。奈 良県
は39.3%と低 くなった。
次 はこれ らの地域 の格差 に影響 を与 える要因 に関 して,検 討 を行 う。
IV格 差に影響 を与える要因の考察
図3か ら分 かるように,日 本 の各地域の女性の就業 パ ター ンにはかな り大 き
な格差が ある。特 に30-34歳において,こ の格差が最 も激 しい。い ったい何 が
この格差 と関係 しているのだろうか。 ここで は,ま ず,女 性労働 の.面か ら検討
してい きたいD
農業社会では,女 性 の労働力率が高か った。産業構造の転換 に伴 い,農 漁業
を中心 とする経済体制 か ら,製 造業 やサ ービス業 を中心 とする経 済体制へ と転
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摸 してい く。 このプロセスの 中で,農 業従業者,自 営業者,家 族従業者 から雇
用者 となる者が大多数 を占め た。 これが女性の就業に大 きな影響 を及ぼ したの
である。農業従事者,自 営業者,家 族従業者な どは主に家庭 で仕事 を行 うため,
家庭責任 と仕事 との両 立を しゃすい働 き方である。雇用 者 として働 く場合 は,
労働 時間 などが 限定 され,自 由に家事時間 と仕事時間 を調和 するのが困難であ
る。 また仕事場 が家庭 内 と離れ,「外」 へ働 きに出 るため,家 庭 責任 と仕事 と
の両立が 難 し くなるのである(今 田[1991],15-16ペー ジ)。それ によって,
家庭責任 の制約 で仕事 を止め る女性が増加する ことによって女性 の労働力率が
低 下する。 それに よって,女 性の就業パ ター ンがM字 型の底 を形成す る。
従 って,女 性 の就業パ ター ンの違い を検討するこ とに関 して,ま ず産業構造
の構成,女 性労働者 の従業上の地位な どを考慮 に入れ,考 察する必要 がある。
特 に ここで取 り上 げたフラ ッ トな型の地域及び深い谷 の地域 とは,そ れぞれの
地域特性が かな り異 なる6山 形県,石 川県,高 知県な どでは比較 的農漁業 の比
重 が強い。 また,少 々古い研究であるが,特 に中高年層 における地域 の女性就
業率 の違 いの最 も有力 な説明要因が 自営業度 〔就業者に占める自営業主及 び家
族従 業.者の比率)と 指摘 された(佐 野[1972],147ページ)。高度成 長期 を通
じ,地 方 の経 済 が 発 展 し,地 域 間 格 差 が 減 少 した と指 摘 され たが(安 東
[ユ986],ユペー ジ),現在の時点では,ど うであろ うか。.
これを明 らか にす るため に,ま ず各地域 の女性労働者 の産業別 の配分 を検討
し,地 域別 の産業構造の違いが女性の就業 パター ンにどのような影響 を与 えて
いるか を分析す る。
表1か ち分か るように,.フラッ トな型 の三県 では,第 一次産業女性労働 者の
割合が少 々高い傾向であ る。特に山形 県及び高知県 の両県で は,女 性労働者の
1割以上が第一次産業 に従事 している。
山形県及 び高知県のほ うが際立っているので,こ の二つの県 を.考察す る。 ま
ず,第 一次 産業の女性労働者 の年齢の配分で あるが,『国勢調査』 に よる と,
極めて 中高年層の女性に集中 している。山形県 では,第 一次産業 に従事す る女
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表1産 業別女性就業者の構成比 〔%)
フ ラ ッ トな型 深い谷のM字 型






















.....総 計 1〔}0.〔〕 100.0 1⑪Q.O 100.0 100.0 loo.0
出 所:『 国 勢調 査 」1995年。
性労働者の93%が40歳以上で ある。高知県の場合 はほぼ9割 である。 また両県
とも3割 ほどが60歳以上の女性 である。
さらに,こ の第.・次 産業 の女性労働者が全体の女性の就業パ ター ンにどの よ
うな位 置づけであ るか を調べ る。図4a,図4bか ら分か るよ うに,第 一次 産
業 に従事 して いる女性 労働 者の比率 が他 の県 より少 々高いが,そ れ によって フ
ラ ッ トな型 を形成す ることでは ない。
この産業別女性労働者の配分の他 に,さ らに女性 の就業 に大 きな影響 を及 ぼ
す要 因が就業形態 の変化で ある。特 に,日 本 の場合 では,自 営業者,家 族従業
者な どの 「非雇用就業」(永瀬[1997],280ページ)が 欧米諸国 と比べ て比較
的高 い比率 を維持 レてい.る。 この部分 を担 うのが主に女性 である。地域 にお け
る格 差を考 える時 に,前 述 した農漁業 に関す る要因が女性 の就業パ ター ンに影
響を及ぼ さないのに対 して,こ の就業形態の変化 には どうであろ うか。
まず,比 率か ら検討す る。表2か ら分か るように,フ ラッ トな型 の地域 では
非雇 用就 業者の比率が深 い谷のM字 型のそれ よ り高い。.言い換 える と,深 い谷
のM字 型の方では,雇 用者 が占ある比率が高い。雇用者 として働 く場合 では,
女性が家庭責任 及び仕事 との両立が難 しい.。深い谷(ρM字型の地域 では,雇 用
者が多い ことに よって,女 性が勤続 し難 い就業パ ター ンになるのが推測で きる。
しか し,フ ラッ トな型 の地域 では,雇 用者が 占め る比率が低い とは言え,7割
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表2従 業 上 の 地位 別女 性 就 業 者 の構 成 比(%)
フ ラ ッ トな 型 深い谷のM字型



















総 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.Oi100.0.
出 所=『 国 勢 調 査 』1995年。
言 えなし㌔.この差が女性の就業パ ター ンの差異 に どの ような影響 を及ぼすか を.
明 らかにす るため に,女 性雇用者の年齢 別の配分の曲線 を描 いてみ る。
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落 ち込みが一層 激 しいM字 型 にな る。 フラ ッ トな型のlil形県(図6a),石 痢
県(図6b),高 知県(図6c)の 図では,深 い谷のM字 型 と比べ ると,高 年層





















































あ姐 あ擁 職 業率が少結 いが,全体のフラ・トな型が主に顧 者によっ
て徹 すると.いう・と紛 かる.つ まり,雄 蹴 業形態の違いも雄 蹴 業
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パ ター ンの違 いをもたらす要因ではない。
ここまでの分析 による と,フ ラ ッ トな型及 び深い谷のM字 型の違いが主に女
性雇用者の就業パ ター ンの違 いに よって構成す ると分かる。
地域の女性雇用者 の就業状況が異 なるのは,企 業側の雇用事情及び女性 雇用
者の条件 などが影響要 因 と考 え られ る。企業側の雇用事情 を考える場合 では,
企業規模 がつねに取 り上 げ られ る要因である。特に,こ こでは,フ ラ ッ トな型
の地域が大都市の少 ない地域であ る.。これに対 して,深 い谷 のM字 型 の地域が
東京都,大 阪府の二つの大都市圏 にある。 この二つの大都市 では,.全国的大企
業 の本社 の多 くが ここで集中 して.いる し,ま た雇用機 会が多 いと理解で きる。
この よ うな地域別の企業規模の違いに よって,.女性 の就業パ ターンに影響 を与
えてい るだろうか。
まず,大 都市 圏 と地方の企業規模 の違い を調べ る。 ここでは,『事業所統計
調査 」 を用い,地 域別 の企 業規模 の違 いを調べ る。深い谷 のM字 型の埼 玉県,
兵庫県,奈 良県では,東 京都,大 阪府の大都市圏 にあ り,各 県別の企業規模 だ
けを考えるよ り,む しろ,東 京都,大 阪府及 びその周辺府 県 を同時に考慮 に入
れ.るほ うが現実 を反映す ると思 われ る。従って,埼 玉 県の企業規模 を調べ る時
に,埼 玉 県だけではな く,東 京都,群 馬県,神 奈川県,千 葉 県を一 つの範囲 と
して考える、 同 じように,兵 庫 県及 び奈良県 の場合 では,京 都府,大 阪府 も調
べ,近 畿周辺 を一つの範囲 として考える。
表3に よれ ば,30-99人及 び100-299人規模 の企業の地域 間の配分 には大 きな
違いが ない。 地域 間の格差が出 て くるのは0-29人の零細企業 及び300人以上 の
企業であ る。 フラッ トな型 の三つの県 において,比 較的 に0-29人の企業 のウエ
イ トが高 く,300人以上の企業 の ウエ イ トが低 い。深 い谷 のM字 型の地域 にお
ける企 業の規模 の配分 はフラ ッ トな型の地域 とは対照 的であ り,比 較的0-29人
の企業 のウエ イ トが低 く,300人以上 の企業 のウエ イ トが高い。
企業規模 と女性の雇用 とはどの ような関係が あるだろうか.大.企業が中小,
零細企業 よ り諸福利厚生 制度 が完備 し,育 児休業制度 も大企業ほ ど普及 してい
女性の就業パ ターンに関す る一考察
表3'地 域 別 の 企 業規 模(民 営)
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総 計 100.0 100,〔} lOO.0 97.9 99.8
出所=『事業所統計調査報告」総務庁統計局,平成3年。
るので,大 企業が中小,零 細企 業 より女性 に とって働 きやすい とい う.可能性 が
高 い。 しか し,日 本の雇用慣行 は大企業 を中心 に して長期雇用 を前提 とする雇
用管理が制度化 されてい るため,多 くの企業が男女で異 なる管理 をす るのが慣
行 となってきた(今 田[1996],38ページ)。それによって男女 間に格差が大 き
くな り,女 性 にとって働 き難 くなる。
労働省 の平成4年 度の 「女子 雇用 管理基本調査」 による と,企 業規模別の女
性 の結婚,出 産退 職 の傾 向 について,小 さい企業 で 「結婚 す る とほ とん ど退
職」 と 「退職す る女性がは ほとん どいない」 の両極端が相対的 に多 いが,大 企
業 で 「結婚退職す る女性 はほとん どいない」 のはわず かで,妊 娠,出 産退職が
多 い。それ によって,男 女 の定 着率の格差 が大 きい(脇 坂[1998],108,112
ペ ージ)。さらに企業規模が大 きくなるほど勤続年数の男女間の格 差が拡大 し,
また男女間の賃金格差 も大企業 ほ ど厳 しい(大 沢[1993],110ページ)。これ
らの研究 をまとめ ると,大 企業ほ ど男女 の色 々な方面 にお いて,格 差が大 き く
な り,女 性 にとって勤続 し続け ることが比較 的困難 であ り,結 婚,育 児の時 に
居づ らくなる傾向が高い。逆 に,中 小企 業が比較 的に男女 の格差が少 な く,女
性 に とって働 きやす くなる。
従 って,地 域 間の企業規模の違いが女性 の就業パ ター ンに影響 を与 えるなら
ば,大 企業が多い ほどその地域の女性 が勤続 する傾 向が弱 く,就 業パ ターンが
落 ち込み の激 しいM字 型 になる可能性 が高い。中小零細企業が多い ほど,働 き
続 ける女性が多いので,女 性の労働 力率 が高 くな り,ま た落 ち込みの程度が低
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い フラ ッ トな型 に.なると推論 で きる。
地域別 にお ける企 業規模 別の女性 の平均勤続年数 は 「賃金セ ンサ ス』 に よっ
て比較で きる。繰 り返 しになるが,埼 玉県 の場合で は,東 京周辺 にあ るため,
東京周辺の諸県 も考慮 に入れる。兵庫県,奈 良県 も同 じであ る。
表4か ら分か るように,各 地域 において,山 形県 を除いて,1000人以 上の大
企業 の平均 勤続年数が5-9人 の零細企業 よ り短い。従って,零 細企業 の多い
地域が大企業の多い地域 より女性 の就業パ ター ンが フラッ トにな る可能性が あ
る。
しか しなが ら.,地域 間の比較 を見れ ば,い ずれの企 業規模 を考察 して も,フ
ラッ トな型の三つの県の女性 の平均勤続年数が深い谷 のM字 型 の諸 地域 よ り高
い。お なじ大企 業において も,山 形県,石 川県,高 知県のほ うが深 い谷 のM字
型の地域の女性 より長 く勤続す る。つ ま り,地 域間 において,企 業規模 の格差
が確か にある。 しか し,同 じ企業規模 に絞 ってみれば,フ ラッ トな型 の地域 の
女性の平均勤続年数 が深 い谷 のM字 型の ほうよ り長い。言 い換 える と,企 業規
模 の違い とい う要因に明確 な違いがあ るとも言 えない。
いずれの企業 規模 を絞 ってみて も,フ ラ ットな型 の地域 の平均勤続年数が深
い谷 のM字 型 の地域 のそれよ り長い。従 って,企 業側 の雇用事情 より,む しろ
女性雇用条件 の差が ある と考 えられ る。
次 に考察 したいの は女性の学歴の要因である。女性 の学歴 と労働力率 との相.
関に関 して,日 本で は,先 進諸国 とは少 々異 なる。先進諸 国で は,女 性の高学
歴化が労働力率 を ヒ昇 させ る傾 向 にある。 日本 では高学歴 ほ ど,労 働力率 も先
進諸 国 と同 じように高 くなる傾 向 にあるが,年 齢別の要素 を入れてみ ると,学
歴 と労働力率 とは正的相関性が見 えない。 それは高学歴層で は,若 い年齢層で
は高学歴の女性 ほど雇 用就 業率 が高 いが,中 高年層で は,こ の関係がな くなる
(大沢[ユ993],82ページ)。
地域 にお いて,ど うであろ うか。ユ995年の 『学校基本調査報告書』に よれば,










































































本の地域におい.て,教育 附 する簾 が地域によ・て異なる・離 間の学歴に
おける格差によって,女性の就業パタ「ンに影響を与えるかどうかを考察しよ
う。
こ.こでは,学 識 高学歴港 学歴の二種類に分ける.小学・1..瞠卒及び高枕







ただ し,15-19歳の年齢層において液 学者が入っているたぬ ここでは省略
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表5地 域別の学歴別女性雇用者率
フ ラ ッ トな 型 深い谷のM字 型
















注)算 出方法:学 歴別 の女性雇用就業者/学 歴別の女性人口
す る。
フラ.ットな型 の三つ の地域 において(図7a,図7b ,図7c),高 学 歴者 の
雇用就 業率 の曲線 と低学歴者のそれ とはほぼ同様 な傾 向である。高学歴者 の場
合では,20-24歳の層が90%ほ どの高 い比率 をあげ,そ れか ら,25-29歳の層 か
ら減少 し,30-34歳が さらに低下す る。 中高年層 がほぼ同様 な比率 を維持 し,
55-59歳の層で はまた低.ドする。階段の ような形 である。低学歴者 と高学歴者
とは近い傾向である。比率 に関 して,山 形県,石 川県の両県では,高 低学歴 者
の比率の差が少 ないが,高 知県 の場合 は低学歴者の比 率が高学歴者 よ り低 い。
深い谷のM宇 型の三つの地域(図8a,図8b,図8c)で は,高 学歴者の雇
用 就業率の 曲線 は,.20-24歳の層 が フラ ッ トな型の地域 と同 じように,90%近
くの高 い比率で ある。25-29歳の層 から低下 し,30-34歳の層で はさらに深 く落
.ち込 んだ形 となる。中高年層 では少 々上昇す る傾向 にあ る。低学歴者の場合で
は,高 学歴 者のその傾向 とは近 いが,.30-34歳の層 では もっと低.ドし,中 高 年
層の上昇す る傾 向が もっ とはっ きりしてい る形である。
地域 間を比較す れば,高 学歴者 の場合 では,主 な違いが30-34歳か らの層 で
あるが,深 い谷のM字 型の地域では,30%ほ ど低...ドし,中 高年層 では少 々上昇
す るが,50を 超 えない状況である。特 に奈良県の場 合では,40%に止 まって
いる。 これに対 して,フ ラッ トな型の地域では,殆 ど60%ぐらいを維持 してい
る。



















































の 地 域 の 中 高 年 層 の 上 昇 す る 傾 向 が は っ き り して い る の に 対 して,フ ラ ッ トな


























































型 の 地 域 が 深 い 谷 のM字 型 の 地 域 よ り高 い 。
以 上 の よ う に,同 じ学 歴 に 絞 っ て 見 る と.,フ ラ ッ ト な 型 の 地 域 と 深 い 谷 のM
讒構
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字 型の地域 の就業 パ ター ンが異 なる。特 に30-34歳の層 において,低 学歴者,
高学歴者 に関わ らず,フ ラ ッ トな型の地域が深い谷のM字 型の地域 より高 い比
率 を維持 してい る。 また,高 知県 を除 き,同 じ地域 において,高 低学歴者の雇
用就業率 の曲線が近い傾 向 にあ るし,比 率 も大 きな差が ない。従 って,学 歴 と




埼玉県..兵庫県,奈 良県を深い谷のM字 型の地域の代表 として.,これらの六つ
の県を通 じて,地域別の産業構造,就 業形態,.企業規模,女 性の学摩などの格
差 について検討 した。
結果 として,以 上の要因は明確 な違 いが ないことが分か った。
これか らの課題 と して,以 上の ような広 く分析 した検討 を踏 まえて,範 囲 を
絞 り込 み,最 もフラ ットな型及び最 も落 ち込 みの激 しい深 い谷 のm型 に限定
し,要 因 をさらに深 く考察す る。
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